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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第９期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３. 第９期および第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１

株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

４. 第９期および第10期の自己資本利益率および株価収益率については、当期純損失のため記載しておりませ

ん。 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （千円） － － － 807,219 1,194,131 

経常損失 （千円） － － － 325,652 247,585 

当期純損失 （千円） － － － 405,458 237,880 

純資産額 （千円） － － － 451,656 728,690 

総資産額 （千円） － － － 1,183,327 1,494,412 

１株当たり純資産額 （円） － － － 45,102.55 60,835.70 

１株当たり当期純損失金

額 
（円） － － － 40,489.19 21,910.35 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － － － 38.2 48.8 

自己資本利益率 （％） － － － － － 

株価収益率 （倍） － － － － － 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － － △329,881 △382,229 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － － △26,046 △49,670 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － － 484,508 438,145 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） － － － 857,589 864,775 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

（人） 
－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

53 

(－) 

58 

(－) 



(2）提出会社の経営指標等 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （千円） 1,823,032 2,191,931 1,570,245 803,811 1,173,860 

経常利益又は経常損失

(△) 
（千円） 211,913 288,893 160,269 △273,217 △172,597 

当期純利益又は当期純損

失(△) 
（千円） 131,539 161,058 90,357 △356,964 △169,588 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 293,800 365,200 365,200 365,200 623,188 

発行済株式総数 （株） 5,876 10,014 10,014 10,014 11,978 

純資産額 （千円） 485,406 811,465 876,795 499,802 846,189 

総資産額 （千円） 939,015 1,653,202 1,085,447 1,223,820 1,592,319 

１株当たり純資産額 （円） 82,608.34 80,533.84 87,556.94 49,910.36 70,645.33 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配

当額） 

（円） 

旧株2,000 

新株 828 

－ 

2,000 

－ 

2,000 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

１株当たり当期純利益金

額又は当期純損失金額

(△) 

（円） 22,602.32 17,535.72 9,023.09 △35,646.57 △15,620.21 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） － 17,518.95 8,895.18 － － 

自己資本比率 （％） 51.7 49.1 80.8 40.8 53.1 

自己資本利益率 （％） 31.3 24.8 10.7 － － 

株価収益率 （倍） － 6.7 21.5 － － 

配当性向 （％） 8.8 12.4 22.2 － － 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 41,952 676,312 △391,282 － － 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 120,090 △11,192 △31,432 － － 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 5,664 165,000 △19,785 － － 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） 345,984 1,169,077 726,942 － － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

（人） 
42 

(－)

51 

(－)

56 

(－)

50 

(－)

54 

(－)



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

３．第７期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．第６期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

５．第６期の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりません。 

６．従業員数は、就業人員数を表示しております。 

７．平成14年10月４日付で普通株式１株を1.5株に分割しております。 

８. 第９期および第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１

株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

９. 第９期および第10期の自己資本利益率および株価収益率については、当期純損失のため記載しておりませ

ん。 

10. 第９期より連結財務諸表を作成しているため、第９期以降の営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動

によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載

しておりません。 



２【沿革】 

 （注）株式会社トーメンは、平成18年４月１日付で豊田通商株式会社と合併し、豊田通商株式会社となっております。

年月 事項 

平成８年７月 ㈱トーメンのＥＣ関連事業立上げを目的として、東京都港区赤坂にトーメンサイバービジネス株

式会社（資本金50百万円）を設立。 

平成10年２月 ネットインフラ構築事業を開始。 

平成11年11月 集合住宅ブロードバンド化機器（HomePNA製品）の販売を開始。 

平成12年４月 ネット関連ソフトウェア事業を開始。 

平成12年７月 業務拡大に伴い、本社を東京都港区港南に移転。 

平成13年10月 米国Tarantella,Inc.より同社製品の日本独占販売代理店権を取得。 

平成14年２月 HomePNAの後継機種であるVDSLを韓国Digital Network Alacarte社と共同開発、販売を開始。 

平成15年３月 東京証券取引所マザーズに株式を上場。 

平成15年６月 自社開発ソフトウェア製品Visual Nexusの販売を開始。 

平成16年３月 ダイワボウ情報システム㈱が㈱トーメンより当社株式を取得し、主要株主となる。 

平成16年４月 Visual Nexusの海外展開を目的として、英国にVisual Nexus Limitedを設立。 

平成17年10月 JMAM Value Driver 投資事業組合を引受先として、第三者割当増資を実施。 



３【事業の内容】 

当社グループの事業の概要について 

 当社グループは、「ネット関連ソフトウェア事業」と「ネットインフラ構築事業」の２つの事業において、ユー

ザーの生産性、事業効率、利便性、快適性、安全性を向上させる製品・サービスを提供しております。 

なお、次の２部門は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種

類別セグメント情報の区分と同一であります。 

ネット関連ソフトウェア事業について 

 当社グループの「ネット関連ソフトウェア事業」は、「ビジュアルコミュニケーション部門」と「ミドルウェア

部門」の２部門から構成されています。 

 「ネット関連ソフトウェア事業」の系統図は次のとおりです。 

①「ビジュアルコミュニケーション部門」について 

 「ビジュアルコミュニケーション部門」では、オフィス環境におけるリアルタイムコミュニケーションツールと

しての多地点ビデオ会議ソフトウェアの開発、販売を行っております。 

②「ミドルウェア部門」について 

 「ミドルウェア部門」では、主として米国Tarantella社および英国Propalms社が開発・販売するアプリケーショ

ンサーバー系ミドルウェア製品、および米国NeoAccel社が開発・販売するリモートアクセスセキュリティ製品等の

輸入・日本語化・販売を行っております。当連結会計年度における同部門の総仕入額におけるTarantella社への依

存度は29.8％、NeoAccel社への依存度は21.3％となっております。 



ネットインフラ構築事業について 

 当社グループの「ネットインフラ構築事業」は、「アクセスソリューション部門」と「センターソリューション

部門」の２部門から構成されています。 

「ネットインフラ構築事業」の系統図は次のとおりです。 

①「アクセスソリューション部門」について 

 「アクセスソリューション部門」では、マンションなどの集合住宅向けのブロードバンド通信機器に加え、ホテ

ル、展示会場などの来訪者向け施設のブロードバンドアクセスに必要な通信機器等の開発・販売、および集合住宅

における放送・通信の光統合ソリューションの提供を行っております。当社は韓国のDigital Network Alacarte社

と共同開発したVDSL製品等の集合住宅をブロードバンド化するための通信機器を同社より仕入れており、当連結会

計年度における同部門の総仕入額に対する同社への依存度は、74.4％となっております。 

②「センターソリューション部門」について 

 「センターソリューション部門」では、従来の主力事業であったケーブルインターネット事業を営むケーブルテ

レビ局を中心とするブロードバンド通信事業者向けに、インターネット通信センターシステムの導入コンサルティ

ング・設計・構築・保守等のサービスの提供ならびにケーブルモデム等の通信機器の販売というビジネスモデルか

ら、研究機関・大学・企業等むけにクラスターサーバーソリューションに関する機器、システム販売、コンサルテ

ィングに軸足を変えつつあります。 

４【関係会社の状況】 

 （注）１．有価証券報告書提出会社であります。 

２．特定子会社に該当しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の所有（被
所有）割合 

（％） 
関係内容 

(連結子会社)      

Visual Nexus Limited 

（注）２ 

イギリス 

ギルフォード 

(千英ポンド) 

1,090 

ネット関連ソフト

ウェア事業 
96.30 

当社開発ソフトウ

ェア製品の販売を

行っております。 

役員の兼任あり。 

(その他の関係会社)    (被所有)  

ダイワボウ情報シス

テム㈱（注）１ 
大阪市中央区 11,231 

コンピュータ機器

及び周辺機器の販

売等 

25.07 役員の兼任あり。 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへ

の出向者を含めております。）であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

す。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属して

いるものであります。 

(2) 提出会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含めております。）

であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3) 労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

ネット関連ソフトウェア事業 30（－） 

ネットインフラ構築事業 22（－） 

全社(共通） 6（－） 

合計 58（－） 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人）  平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

54（－） 38.5  3.3 6,323,797 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度における当社グループをめぐる経営環境は、国内においてはデフレにブレーキがかかり、企業業

績回復による設備投資額の増加など、景気回復基調が続きました。海外においても、世界経済は、原油価格の高騰

など不安要因はあるものの、総じて堅調に推移しました。 

 当社グループが属する情報コミュニケーション関連市場に関しましては、通信自由化20周年にあたる平成17年

は、「電話網のIP化・光化（NGN＝Next Generation Network）」、「携帯電話と固定電話の融合（FMC＝

Fixed Mobile Convergence）」、「通信と放送の融合」への流れを象徴する動きが本格化した年でありました。こ

れらの流れが、個人のワークスタイルや個人の生活に与える様々な影響は、今後一層顕在化していくものと考えら

れます。 

 このような状況のもと、当社グループは「ネット関連ソフトウェア事業」と「ネットインフラ構築事業」の２軸

を中心に事業を展開しております。 

①ネット関連ソフトウェア事業 

 「ビジュアルコミュニケーション部門」では、当社開発製品「Visual Nexus」の引合い案件数は着実に増加して

おりますが、まだ当初に見込んだほどの市場の高まりには至っておりません。大口案件の引合い・成約・結了が出

始めておりますが、一方で、大口案件であればあるほど、引合いから結了までの期間が長期化するという課題も顕

在化し始めております。逆に、これは、当連結会計年度中に緒に就いた大口案件が次期に実を結ぶ可能性があるこ

とにも繋がります。同製品の世界展開を睨んで、平成16年４月に英国に設立したVisual Nexus Limitedは、資金基

盤の目処がついた当連結会計年度半ばより営業体制の整備・販売代理店の開拓に本格的に取り組んでおります。英

国・スカンジナビア等に代理店が設定されたことを受けて、後半に入りようやく売上が上がり始めております。こ

の結果、同部門の当連結会計年度の売上高は、前期比39百万円増収の154百万円となりました。 

 「ミドルウェア部門」では、「個人情報保護法」施行ならびに相次ぐ情報漏洩事件の影響を受け、企業等におけ

る情報漏洩対策の認識が急速に高まりを見せ、SBCツール製品*は堅調に推移しました。また、平成17年３月に市場

投入したNeoAccel社のSSL VPN-Plusも業績に貢献しました。この結果、同部門の売上高は、前期比172百万円増収

の441百万円となりました。 

 以上より、「ネット関連ソフトウェア事業」の売上高は、前期比212百万円増収の595百万円、売上総利益は、74

百万円増益の315百万円となりました。 

② ネットインフラ構築事業 

 「アクセスソリューション部門」では、従来からの主力であるVDSL製品に加え、来訪者向けネットワーク機器の

ホテル向け販売に注力いたしました。FTTRソリューション**は、大手ゼネコンからの新築大型マンション案件の受

注等もあり、既存マンションのみならず新築マンション向けも併せて、事業としての体裁が整いつつあります。こ

の結果、同部門の売上高は、前期比131百万円増収の349百万円となりました。 

 「センターソリューション部門」では、ケーブルインターネットシステム関連事業は、当該通信設備投資が鎮静

化傾向にあるとともに、ケーブルテレビ局の合従連携、大手MSOによるM&Aの活発化により、当社既存商権は急速な

縮小傾向にあります。この代替となる新規事業として、当連結会計年度中に、クラスターサーバーソリューション

分野に新規参入致しました。この結果、同部門の売上高は、前期比44百万円増収の248百万円となりました。 

 以上より、「ネットインフラ構築事業」の売上高は、前期比175百万円増収の598百万円、売上総利益は、前期比

80百万円増益の208百万円となりました。 

 なお、全体としての販売費及び一般管理費は、新規事業のための人員の増強および子会社Visual Nexus Ltd.の

対象期間のズレ（前連結会計年度は、同社が平成16年４月設立、12月末決算のため３四半期間の販売費及び一般管

理費が対象、当連結会計年度は１年間）および同社の営業・マーケティング強化の結果、前期比66百万円増の739

百万円となりました。また、平成17年10月に実施した増資にかかる費用として31百万円の営業外費用が発生してお

ります。 

 以上の結果、当社グループの当連結会計年度の業績は、売上高は前期比386百万円増収の1,194百万円、営業損失

は前期比88百万円良化の215百万円、経常損失は前期比78百万円良化の247百万円、当期純損失は前期比167百万円

良化の237百万円となりました。 



(注)* SBCツール製品：アプリケーションをサーバーコンピュータで一括集中運営管理することを「サーバー・ベ

ース・コンピューティング(SBC)」といいます。クライアント端末管理の煩雑さを解消（システム維持管理費

用（TCO）の削減）、インターネットを利用したリモートアクセス展開が容易というメリットに加えて、クラ

イアント端末にはアプリケーションソフトやデータを保持させないため、情報漏洩対する対策として注目を集

めています。既存のアプリケーションに手を加えることをせずに、サーバー・ベース・コンピューティング

（SBC）化するためのツールを「SBCツール」と称します。 

** FTTRソリューション：集合住宅棟内の各戸まで、光ファイバーを敷設するソリューションを当社は「FTTR

(Fiber To The Room)ソリューション」と称し、集合住宅ブロードバンドの最終ソリューションとして位置づ

けています。 

(2) キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フロー

及び投資活動によるキャッシュ・フローにおいては資金の使用、財務活動においては資金の獲得という結果とな

り、期首に比べ資金は７百万円増加し、当連結会計年度末には864百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は382百万円となりました。これは主として、税金等調整前当期純損失241百万円を

計上したことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は49百万円となりました。これは主として、無形固定資産の取得による支出46百万

円によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果獲得した資金は438百万円となりました。これは第三者割当増資によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記の金額は、個別原価計算による製造原価であります。 

３．平成17年４月より、集合住宅ブロードバンド化部門はアクセスソリューション部門に改称しております。 

(2）仕入実績 

 当連結会計年度の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．ビジュアルコミュニケーション部門およびミドルウェア部門においては、支払ロイヤリティおよび役務外注

費を含んだものであります。 

３．平成17年４月より、集合住宅ブロードバンド化部門はアクセスソリューション部門に改称しております。 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

ネット関連 

ソフトウェア事業 

ビジュアルコミュニケーション部門 19,121 157.6 

ミドルウェア部門 499 15.9 

  小計 19,621 128.5 

ネットインフラ構築事業 

  

アクセスソリューション部門(注)３ 121,146 285.5 

センターソリューション部門 86,060 86.2 

  小計 207,206 145.7 

全社合計 226,827 144.0 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

ネット関連 

ソフトウェア事業 

ビジュアルコミュニケーション部門 40,014 156.2 

ミドルウェア部門 234,630 229.4 

  小計 274,644 214.7 

ネットインフラ構築事業 

  

アクセスソリューション部門(注)３ 139,796 115.2 

センターソリューション部門 89,383 190.1 

  小計 229,179 136.1 

全社合計 503,823 170.1 



(3）受注状況 

 当連結会計年度の個別受注に基づく受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記は、集合住宅棟内のLAN化に係わる工事、インターネット通信センターシステムの構築の個別受注に基

づく請負金額のみであります。 

３．平成17年４月より、集合住宅ブロードバンド化部門はアクセスソリューション部門に改称しております。 

(4）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．平成17年４月より、集合住宅ブロードバンド化部門はアクセスソリューション部門に改称しております。 

３．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績および当該販売実績に対する割合は、次のとおりでありま

す。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．㈱小田急情報サービスは、平成18年１月１日に㈱ジェイコムせたまちに商号変更しております。 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

受注高 受注残高 

金額（千円） 
前年同期比 
（％） 

金額（千円） 
前年同期比 
（％） 

ネット関連ソフ

トウェア事業 

ビジュアルコミュニケーション部門 － － － － 

ミドルウェア部門 － － － － 

  小計 － － － － 

ネットインフラ

構築事業 

  

アクセスソリューション部門(注)３ 188,692 172.0 78,292 117.3 

センターソリューション部門 76,915 72.7 1,444 2.7 

  小計 265,607 123.3 79,736 66.8 

全社合計 265,607 123.3 79,736 66.8 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

ネット関連ソフトウェア事

業 

ビジュアルコミュニケーション部門 154,494 134.4 

ミドルウェア部門 441,494 164.0 

  小計 595,988 155.2 

ネットインフラ構築事業 

  

アクセスソリューション部門(注)２ 349,288 160.2 

センターソリューション部門 248,854 121.4 

  小計 598,143 141.4 

全社合計 1,194,131 147.9 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

㈱ジェイコムせたまち 138,508 17.2 90,600 7.7 



３【対処すべき課題】 

① 「ネット関連ソフトウェア事業」 

 「オフィスワークスタイルの変革」、「オフィスコミュニケーションのIP統合」が徐々に顕在化していくなか、

ソフトウェアタイプのビデオ会議製品の優位性・差別化要素が、市場で認知・評価され始めており、

「Visual Nexus」拡販のため、一層の製品知名度向上への販促宣伝活動ならびに通信系SIパートナーとの提携強

化・拡大を図ります。現時点の最大の課題の一つは、欧米市場への同製品販売に向けて平成16年４月に設立した、

子会社のVisual Nexus Limitedの本格立ち上げであります。同社に対して当連結会計年度に重点的な経営資源の投

下を行っており、次第に販売網の強化など営業体制が整いつつあります。 

 SBCツール製品の国内独占販売権に関する契約について、平成17年７月に米国Tarantella社を買収した米国

Sun Microsystems社との間で協議をした結果、非独占で当該製品の国内販売を行う新たな代理店契約を締結しまし

た。 

 Propalm社SBCツール製品、NeoAccel社リモートアクセスセキュリティ製品などについては、売上拡大に向けて、

同社ブランドの市場浸透のための販促宣伝活動ならびに販売提携パートナーの開拓を行います。また、セキュアリ

モートアクセス関連新商権の開発活動にも、継続的に取り組んでまいります。 

② 「ネットインフラ構築事業」 

 従来の主力であったVDSL製品や、主としてホテルなどの来訪者向け通信・セキュリティーニーズを取り込んだ新

たな通信機器製品の販売に加え、ユビキタスネットワーク社会における新たなインフラソリューションとして、ア

ドホック型ネットワーク機器の開発・事業化に取り組んでまいります。また、高品質のデジタル放送が普及してい

くなか、マンション棟内「放送システム＋インターネット通信」の最高品質インフラとしてのFTTRソリューション

展開において、販促宣伝活動ならびに事業パートナーとの提携強化により、事業規模の拡大と収益性の向上を図り

ます。 

 さらに、新規参入したクラスターサーバーソリューションの業容拡大を図ります。 

③ 事業管理 

 事業/製品ポートフォリオの定期的分析見直しを強化し、事業/製品ポートフォリオの適時組換えを行ってまいり

ます。 

④ 収益力の強化 

 上記の諸施策を通じ、また、M&Aの手法等も視野に入れながら、全社的に収益力の増強に努めてまいります。 



４【事業等のリスク】 

 当社グループの経営成績、株価及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがありま

す。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

(1) 当社グループのビジネスモデルについて 

 当社グループは、これまで、技術の進化、市場の変化等に応じて、その時々に最適の事業ポートフォリオを構築

し、成長を持続すべく努めてまいりました。このようなビジネスモデルは、時機に適した事業ポートフォリオの構築

に失敗するリスクも存在し、かかるリスクが実現した場合には、当社グループの事業および経営成績に影響を与える

可能性があります。 

 一部の部門では、売上高に占める特定の製商品の割合および仕入高に占める特定の仕入先の割合が高くなっており

ます。このため、当社グループが当該製商品の競争力が低下する以前に新たな製商品を開発・導入できない場合に

は、当該事業部門の売上高が減少し、当社グループの事業および経営成績に影響を与える可能性があります。また、

特定の仕入先の割合が高くなっていることから、当該仕入先より調達する製商品の調達が不安定または不能になる、

あるいは当該仕入先の経営状況、経営方針の変化等の影響を受け当該事業部門の売上高が減少し、当社グループの事

業および経営成績に影響を与える可能性もあります。 

 また、一部の部門においては案件結了までの期間が長期化の傾向にあり、期中結了予定が次期にずれ込むことによ

り当初見通しに大きな影響を与える可能性があります。 

(2) 為替相場の変動について 

 当社グループは一定の製・商品の購入代金、ロイヤリティ及びサービスの対価を外貨建てで支払っている一方、現

在の売上の大半は日本国内の相手先に対して円建てで行っているため、為替相場の変動は当社グループの業績に影響

を与える可能性があります。当社グループは為替予約、その他為替に関するデリバティブ取引は行っておりません。

(3) 当社グループの事業体制について 

①小規模組織について 

 当社は平成18年３月31日現在で常勤取締役４名、従業員54名、業務委託および派遣人員９名と比較的会社の規模

が小さく、内部管理体制もこのような規模に応じたものになっております。したがって、経営陣・幹部社員はもと

より各従業員の執務に何らかの支障が発生した場合、代替要員の不在、業務引継作業の遅滞等の理由により当社の

業務遂行に影響を与える可能性があります。 

②人材の確保育成について 

 当社グループの成長を実現していくためには、技術・営業・管理において優秀な人材をその規模に応じ最適バラ

ンスをもって配置していく必要があります。中途採用と新卒採用の組み合わせにより優秀な人材を確保・育成して

いく人事方針ですが、優秀な人材の確保・維持に失敗した場合、当社グループの経営成績に影響を与える可能性が

あります。 

③技術革新等への対応について 

 当社グループが活動する市場は、急速な技術の進化・変容、頻繁な競合新製品の登場、短い商品ライフサイクル

を特徴としており、当社グループがかかる市場の変化等に適時・的確に対応し得ない場合、当社グループの事業お

よび経営成績に影響を与える可能性があります。また、当社グループの主要製品の製造者・サプライヤー、主要な

仕入先や販売先も同様に市場の変化等のリスクにさらされており、これらの当社グループ関係先企業においてかか

るリスクが顕在化した場合にも、当社グループの事業および経営成績に影響を与える可能性があります。 

(4) 特定の販売先への依存について 

 当社グループの各事業の当連結会計年度の売上高において、売上金額の割合が20％を超える販売先はありません。

(5) 経営上の重要な契約等について 

「 第２ 事業の状況 ５ 経営上の重要な契約等」の箇所に記載しております。 



(6) 主要な知的財産権について 

 当社グループが現在取得している知的財産権は下表のとおりです。今後も独自開発の通信機器、ソフトウェアやビ

ジネスモデルに関して、商標権、特許権、実用新案権等の登録対象となる可能性のあるものについては、その登録を

目指し出願の検討等の対応を行ってまいります。しかし、他社が当社グループよりも先にその権利を取得した場合、

その差止請求権等の行使や過去を含むライセンス料相当額の損害賠償請求を受けて当社グループ事業の継続が困難に

なる可能性、またはライセンス契約締結を余儀なくされることによりライセンス料支払義務が課されるなど、当社グ

ループ事業が制約される可能性があるほか、そもそもライセンスの許諾が受けられず使用不能となる可能性もありま

す。 

 なお、日本の他に、以下の国々で商標登録済みないし登録審査継続中であります。 

商標権登録済み：ベネルクス、中国、デンマーク、フランス、アイルランド、イタリア、ノルウェー、ロシア、シン

ガポール、フィンランド、英国、ドイツ 

商標権登録審査中：米国 

  なお、平成16年10月26日に出願しておりました「DIHO」（商願2004－097594）は、登録審査の結果、商品・役務の

範囲を他と識別することが困難との理由で拒絶されております。 

(7) 研究開発について 

 当社グループは、他社との製品上の競合関係において、より有利な地位を占めるための努力を継続していく必要が

あるため、自社単独または他社との共同による新製品・システムの研究開発に取り組んでおります。当連結会計年度

の研究開発費総額は37百万円であり、これは主としてビデオ会議ソフトウェア製品の開発・バージョンアップに投入

したものであります。 

（商標権） 

名 称 Visual Nexus 

出願年月日 平成15年2月18日（商願2003－012117および商願2003－012118） 

出願番号 
商願2003－012117 

商願2003－012118 

登録年月日 
商願2003－012118は平成15年10月３日に登録されました。 

商願2003－012117は平成15年11月14日に登録されました。 

登録番号 第4714642号、第4726732号 

存続期間満了日 平成25年10月３日（第4714642号）、平成25年11月14日（第4726732号） 

（注）「Visual Nexus」は、自社開発の多地点ビデオ会議ソフトウェアです。 

（商標権） 

名 称 ディーホ 

出願年月日 平成17年12月９日（商願2005－051414および商願2005－051415） 

出願番号 
商願2005－051414 

商願2005－051415 

登録年月日 
商願2005－051414は平成17年12月27日に登録されました。 

商願2005－051415は平成17年12月27日に登録されました。 

登録番号 第R300TOM2号、第R301TOM3号 

存続期間満了日 平成27年12月27日（第R300TOM2号）、平成27年12月27日（第R301TOM3号） 

（注）「ディーホ」は、Digital Integration for Hyper-Outcomeのカタカナ略で、当社開発の 

      アクセスネットワーク製品です。 



(8) 関係会社等に関する事項 

 当社はダイワボウ情報システム㈱の関係会社であります。当連結会計年度末現在、ダイワボウ情報システム㈱の所

有する議決権比率は25.07%であります。 

 同社と当社との関係については、資本関係、業務関係および人的関係において密接であります。当社としては、同

社との関係を重視しつつ、当社の事業展開・重要な意思決定にあたっては、当社独自の経営方針に従っており、同社

からの経営の独立性は確保されていると認識しております。 

 当社の当連結会計年度における同社およびその企業グループとの取引高は、売上高60百万円(連結売上高の5.1％)

であります。なお、当社が事業活動を行う上で、承認事項などの制約はありません。また、取引条件等も個別協議で

決定されており、グループ外企業の取引条件と同等のものになっております。 

(9) ストックオプション行使に伴う株式価値の希薄化について 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は会社法第236条、第238条および第239条の規定

に基づき、ストックオプションとしての新株予約権を発行するものであります。当該ストックオプション制度の概要

は、「第４提出会社の状況 １.株式等の状況 (2)新株予約権等の状況 (7)ストックオプション制度の内容」の箇

所に記載しております。 

 当社は、今後も優秀な人材の確保のために、同様のインセンティブプランを継続して実施していく予定であり、こ

れらの新株予約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値は希薄化し、当社株価形成に影響を与え

る可能性があります。 

(10) 当社による第三者の知的財産権の侵害について 

 当社は、現時点において第三者より知的財産権に関する侵害訴訟を提起されたり、侵害の主張を受けてはおりませ

んが、将来的に当社が開発、製造、販売する全てのソフトウェア、ハードウェアに関し、第三者より知的財産権の侵

害に関する請求を受けたり、訴訟を提起される可能性がないとは断言できません。 

 殊に、当社が代理店として販売している製品と競合する新製品を当社が開発し、または独自に販売する場合には、

販売代理店契約上の制約の有無とは別途、知的財産権等を根拠とした請求、クレーム等を受ける蓋然性が高まる場合

も想定されます。これらの請求、クレーム、訴訟が発生すれば、当社の業績に影響を与える可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

ネット関連ソフトウェア事業における経営上の重要な契約 

 ネット関連ソフトウェア事業においては、仕入先である国内外のベンダーと販売代理業務に関する基本契約を締

結し、その契約に基づき、一次代理店として日本国内で販売代理業務を展開しております。また、販売代理業務に

付随してベンダーの製品を日本語化するローカライズ契約等を、別途締結している場合もあります。契約期間は１

年から数年であり、契約当事者から解約の申し出がない限り、以後１年毎の自動更新となっている契約が多数とな

っております。当社はこれらの基本契約に基づき該当製品の当社の代理店（SI/VAR業者等）またはユーザーに対す

る販売と納入、販売促進、ベンダーへの定期的な販売目標の報告、サポート・メンテナンスサービス等を行いま

す。なお、ベンダーである米国Tarantella社および英国Propalms社との契約は独占販売契約となっておりますが、

その他との契約は非独占販売契約となっております。 

平成18年３月31日現在、当事業において経営上重要と考える契約は次のとおりです。 

 （注）Tarantella製品のうち、Vision製品群については、平成17年３月に販売権を取得しました。 

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

Tarantella, Inc. 米国 Tarantellaシリーズ 

同社のソフトウェア製品

を日本語化し、国内で独

占販売を行う権利の取

得。 

ソフトウェアの対価は、

ロイヤリティで支払う。 

平成13年10月19

日から３年間、 

以後１年毎の自

動更新 

Propalms Ltd. 英国 Propalms TSE 

同社のソフトウェア製品

を日本語化し、国内で独

占販売を行う権利の取

得。 

ソフトウェアの対価は、

ロイヤリティで支払う。 

平成17年９月27

日から３年間、 

以後１年毎の自

動更新 

France Telecom S.A. 仏国 eConf 

同社のソフトウェア

「eConf」を自社開発製品

に組み込んで販売する権

利の取得。 

ソフトウェアの対価は、

ロイヤリティで支払う。 

平成14年12月３

日から平成18年

４月１日まで、 

以後１年毎の自

動更新 

Node Infotech, Inc.（NeoAccel

の親会社） 
米国 SSL VPN-Plus 

同社の当該ソフトウェア

製品を日本語化し、国内

で販売する権利の取得。 

ソフトウェアの対価は、

ロイヤリティで支払う。 

平成17年１月14

日から２年間、 

以後１年毎の自

動更新 

Micromethod Technologies,Inc. 米国 Horizon 

同社の当該ソフトウェア

を自社開発製品に組み込

んで販売する権利の取

得。 

ソフトウェアの対価は、

ロイヤリティで支払う。 

平成16年11月25

日から無期限 



 これらの契約の中には、次のような条項が定められているものがあります。 

①ベンダーは事前の告知により、製品価格やロイヤリティ金額の改定が可能な旨 

②ベンダーは事前の告知により、製品の販売を中止することや後継製品を出荷する旨 

③事前の告知により、契約期間内であっても相手方の同意なく解約が可能な旨 

④製品に起因する訴訟等が発生し、損害賠償の責任が生じた場合、ベンダーが保証する賠償範囲は当社がベンダー

に支払っている該当製品の金額に限られる旨 

 また、米国Tarantella社との契約においては、 

⑤同社と当社が合意した年間ビジネスプランとおりの売上等の成果が得られなかった場合、同社が180日前の事前

告知により解約が可能な旨があります。 

 上記①～④に掲げる条項がベンダーにより行使される可能性は低いものと思われますが、何らかの事情により

現実のものとなった場合には、当社の業績に多大な影響を与える可能性があります。 

 ⑤については、年間ビジネスプランの未達成他何らかの事情により、契約が更新されない、あるいは解約とな

る場合、Tarantella社より事前通知期間は与えられるものの当社の業績に多大な影響を与える可能性がありま

す。 

 これらの契約内容に大幅な変更があった場合、あるいは契約が何らかの理由で終了し、または更新されなかっ

た場合には、当社の事業拡大に制約が生じる可能性があります。 

 なお、SBCツール製品の国内独占販売権に関する契約について、平成17年７月に米国Tarantella社を買収した

米国Sun Microsystems社との間で協議をした結果、非独占で当該製品の国内販売を行う新たな代理店契約を締結

しました。 

ネットインフラ構築事業における経営上の重要な契約 

 ネットインフラ構築事業「アクセスソリューション部門」では、韓国Digital Network Alacarte社との間で集合

住宅をブロードバンド化するための通信機器の共同開発契約を締結しており、その国内における独占販売権契約を

締結しております。一方、内外の企業との間で代理店権を得るないし付与する契約を締結しております。 

 平成18年３月31日現在、当事業において経営上重要と考える契約は、次のとおりです。 

６【研究開発活動】 

 当社グループは、他社との製品上の競合関係において、より有利な地位を占めるための努力を継続していく必要が

あるため、自社単独または他社との共同による新製品・システムの研究開発に取り組んでおります。当連結会計年度

の研究開発費総額は37百万円であり、これは主としてビデオ会議ソフトウェア製品の開発・バージョンアップに投入

したものであります。 

 しかしながら、今後益々他社との製品競争が激しくなるケースも予想されるため、当社が予期しない出費を強いら

れたり、開発期間の長期化により新製品の市場への導入時期を逸し、他社に市場を奪われたり、完成した製品が他社

製品に対する優位性または差別化を発揮できず、普及しない等のリスクに留意する必要があります。また、開発プロ

ジェクト自体が製品開発半ばで頓挫してしまう可能性もあります。 

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

Digital Network 

Alacarte Co., Ltd. 
韓国 

４バンド 

VDSL製品 

同社が製造する４バンドVDSL

製品を国内で独占的に販売す

る権利。 

平成14年３月１日から３

年間、以後３年毎の自動

更新 

IP3 Networks, Inc. 米国 
ネットアクセス

製品シリーズ 

同社の製品を国内で販売する

権利。 

平成16年11月12日から１

年間、以後１年毎の自動

更新 

SilverStorm 

Technologies, Inc. 
米国 

サーバークラス

タリング用高速

スイッチ 

同社の製品を国内で販売する

権利。 

平成18年３月24日から１

年間、以後１年毎の自動

更新 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社および連結会社）が判断し

たものであります。 

(1) 重要な会計方針および見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この連結財務諸表の作成にあたって、連結会計年度末日における資産・負債の報告金額および報告期間にお

ける収益・費用の報告金額に影響する見積り、判断および仮定を使用する必要があります。ただし、これらの見積

り、判断および仮定は、実際の結果とは異なる場合があります。以下に述べる会計方針は、当社の採用している重要

な会計方針のうち、見積り、判断および仮定の複雑性の度合いが高いものと考えております。 

①貸倒引当金 

 当社グループの売掛債権等の回収可能性リスクは、主に顧客の支払不能の場合等に発生いたします。そのため当

社は、一般債権については過去のデータに基づき、回収が懸念される特定の債権等については個別に回収可能性を

判断して貸倒引当金を計上しております。 

 当社グループは、現在入手可能な情報に基づき、現在の貸倒引当金は十分であると考えておりますが、状況の変

化等により追加の引当金が必要となってくる可能性があります。引当金を大幅に増加させる必要が生じた場合、当

社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

②繰延税金資産 

 当社グループは連結財務諸表の作成にあたって、税効果会計を適用しております。繰延税金資産の計上額を評価

する際には、将来の課税所得の見積りと税務上の実現可能と見込まれる計画を採用します。従いまして、将来の市

場環境や経営成績の変化により将来の課税所得が見込みと異なる場合は、繰延税金資産の金額が大きく影響を受

け、将来期間における税金費用の金額が変動する可能性があります。 

 なお、当連結会計年度末においては、繰延税金資産の残高はありません。 

(2) 経営成績の分析 

①売上高 

 当連結会計年度の売上高は、ネット関連ソフトウェア事業は、前期比212百万円増収の595百万円、ネットインフ

ラ構築事業は、前期比175百万円増収の598百万円、合計で前期比386百万円増収の1,194百万円となりました。当連

結会計年度は、従来より当社が手掛けてきたそれぞれの事業のなかで、製・商品ポートフォリオが大きく変わる端

境期であり、ここ１～２年の間に市場に投入したそれぞれの製・商品が市場に浸透し、本格的に立ち上がってくる

までには、今しばらくの時間がかかると思われます。なお、当連結会計年度における海外での売上高は僅少であ

り、為替レートの変動による影響は受けておりません。今後、海外展開が本格的に立ち上がってくれば、為替変動

により当社の経営成績が影響を受ける可能性があります。 

②売上原価 

 売上原価は、主として製・商品とそれらを構成する部品やサービスの購入費、ソフトウェアロイヤリティ費用等

から構成されます。売上高に対する売上原価比率は、当連結会計年度56.1%、前連結会計年度54.2%になりました。

当社は、一定の製・商品や部品の購入代金やロイヤリティおよびサービスの対価を外貨建てで支払っている一方、

当連結会計年度の売上高の98.3%を本邦内において円建てで販売しております。したがって、為替レートの変動

は、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 当連結会計年度における製・商品・部品・ロイヤリティ・サービスの購入総額は、506百万円であり、そのうち

155百万円は米ドル建て、23百万円はユーロ建てでした。 

③売上総利益 

 当連結会計年度の売上総利益は、前期比154百万円増収の524百万円となりました。売上総利益率は、43.9%とな

りました。 

 当社が取扱う製・商品は、それが市場に浸透し本格的に立ち上がってくると、一般的にその売上高に占める保

守・サポート売上の比率が高くなることから、売上総利益率が良化することがあります。 



④販売費及び一般管理費 

 販売費は、主に広告宣伝費、一般管理費は、主に人件費、開発費、地代家賃等であります。広告宣伝活動として

は、当社は製・商品を市場に浸透させるため、業界専門誌への広告掲載、カタログ作成、セミナーの開催等、身の

丈にあった活動を継続しております。当連結会計年度の広告宣伝費は、26百万円でありました。研究開発は、当社

の製・商品が市場で競争力・優位性を維持していく上で必要不可欠であり、今後とも積極的に行っていく方針であ

ります。当連結会計年度の開発費は、売上高の約３％に相当する37百万円でありました。当連結会計年度の販売費

及び一般管理費の総額は、前期比66百万円増加の739百万円でありました。 

⑤営業利益 

 当連結会計年度の営業損失は、前期比88百万円良化の215百万円となりました。 

⑥営業外収益および費用 

 開発案件という相対的にリスクの高い事業のためのリスクバッファーおよび開発等の資金確保のため、平成17年

10月に約５億円の第三者割当増資を実行し株主資本を拡充いたしました。このため、当該株式発行費用として31百

万円が発生しましたが、その他に特筆すべき営業外収益・費用はありません。 

⑦経常利益 

 当連結会計年度の経常損失は、前期比78百万円良化の247百万円となりました。 

⑧特別損益 

 当連結会計年度の特別損益は、投資有価証券の売却益により、前期比４百万円増収の５百万円となりました。 

⑨法人税等 

 特筆すべきものはありません。 

⑩当期純利益 

 当連結会計年度の当期純損失は、前期比167百万円良化の237百万円となりました。 

(3) 海外事業 

 当社グループは、ネット関連ソフトウェア事業の主力製品と位置づけるビデオ会議ソフト「Visual Nexus」の海

外展開を図るために、平成16年４月に英国にVisual Nexus Limitedを設立いたしました。同社は、資金基盤の目処

がついた当連結会計年度半ばより、営業体制の整備・販売代理店の開拓に本格的に取り組んでおります。英国・ス

カンジナビア等に代理店が設定されたこと受けて、後半に入りようやく売上が上がり始めております。当連結会計

年度における当社グループの海外売上高は20百万円であります。 

(4) 流動性と資金源泉 

現金および現金同等物 

 当連結会計年度における現金および現金同等物は864百万円となりました。当社の現金および現金同等物の大部

分は、円であります。 

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、247百万円の連結経常損失を反映し382百万円の支出と

なりました。 

 当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、49百万円の支出となりました。 

 その結果、当連結会計年度のフリーキャッシュ・フローは、431百万円の支出となりました。 

 当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、第三者割当増資の実施により、438百万円の収入とな

りました。 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

「第２ 事業の状況 ４.事業等のリスク」の箇所に記載の通りであります。 



(6) 経営戦略の現状と見通し 

  当社は、事業環境の変遷の激しい当業界において、技術の進化・変容、競合新製品の登場、それらに伴う市場の

変化・ニーズの変化等に応じて、またはそれらの変化を予想して、事業ポートフォリオを構築し、企業の成長を維

持すべく努めて参ります。2010年（平成22年）に東京証券取引所市場第二部上場を目指すという目標に向かって着

実に歩を進めて行きたいと考えております。 

 平成17年10月には、開発案件という相対的にリスクの高い事業のためのリスクバッファーおよび開発等の資金確

保のため、約５億円の第三者割当増資を実行し株主資本を拡充いたしました。この資金を有効に活用することで収

益力の拡大を図ってまいります。当連結会計年度中には、VisualNexusのR&D機能強化ならびに新規事業立ち上げの

ための人員増強を行っております。 

 当社グループの事業内容は、技術革新を続ける情報コミュニケーション分野において、「ネット関連ソフトウェ

ア事業」と「ネットインフラ構築事業」の２事業を基軸に、技術の進化・変容、競合新製品の登場、それらに伴う

市場の変化・ニーズの変化等に応じて、またはそれらの変化を予想して、事業ポートフォリオを構築し、企業の成

長を維持すべく努めてまいります。 

 「ネット関連ソフトウェア事業」は、企業に代表される目的組織の、ブロードバンド通信インフラを利用して、

生産性、利便性、業務効率を向上させるソフトウェアの開発・提供を行います。「ビジュアルコミュニケーション

部門」では、当社独自開発の多地点ビデオ会議ソフトウェア「Visual Nexus」を、従来型ハードウェアタイプのビ

デオ会議端末との相互接続を可能にした国際標準規格準拠の製品として、国内、さらには世界に向けて販売を進め

てまいります。「ミドルウェア部門」では、当社が国内独占販売権を有する米国Tarantella社および英国Propalms

社SBCツール製品を、既存の基幹情報システムの「TCO（維持管理費用）削減」、「柔軟なリモートアクセス機能付

加」に加え、「内部者からの情報漏洩対策」という切り口から販売を進めてまいります。また、米国NeoAccel社の

リモートアクセスセキュリティ製品「SSL VPN-Plus」を平成17年３月に市場投入し製品ラインナップを拡充いたし

ました。これら主力製品に加え、次世代オフィスワークスタイルの変革を睨んだ「コラボレーション」、「リモー

トアクセス」と「セキュリティ」をキーワードとする新製品・商権の開発・開拓を進めていく所存であります。 

 「ネットインフラ構築事業」は、従来よりマンション等の集合住宅棟内のブロードバンド化ソリューション、ケ

ーブルテレビ局のインターネット通信システムの設計、構築を中心とした事業活動を展開してまいりましたが、当

社におけるこれら対象市場の成長は鈍化傾向にあり、事業ポートフォリオの組換えに取り組んでおります。「アク

セスソリューション部門」では、蓄積された技術と既存商権をベースに、「ユビキタスネットワークへの応用」と

「光ファイバーによる放送と通信の融合」をテーマとしたブロードバンド通信の新たな応用形態を前提としたイン

フラソリューションを開発、提供して参ります。また、ユビキタスネットワーク社会におけるインフラソリューシ

ョンとして、アドホック型ネットワーク機器の開発にも取り組んでまいります。「センターソリューション部門」

では、今後の市場の急速な拡大が見込まれるクラスターサーバーソリューション分野に、当連結会計年度に新たに

参入いたしました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループは、業務の効率化、製品の品質・競争力の向上等を目的として、継続的に投資を行っております。 

 当連結会計年度における設備投資については、主にコンピューターおよびその周辺機器ならびにソフトウェアへの

投資を行いました。この結果、当連結会計年度の設備投資額は、52,770千円となりました。 

 ネット関連ソフトウェア事業においては、主としてソフトウェア（販売目的のソフトウェアを含む）に42,334千円

の投資を行い、ネットインフラ構築事業においては、主としてコンピューターおよびその周辺機器等に7,468千円の

投資を行いました。 

 当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

 平成18年３月31日現在

 （注）１．金額には消費税等を含んでおりません。 

２．本社建物は全て賃借中のものであり、帳簿価額は建物附属設備について記載しております。 

(2）在外子会社 

  平成18年３月31日現在

３【設備の新設、除却等の計画】 

 平成18年３月31日現在における重要な設備の新設等の計画については以下のとおりであります。 

(1) 重要な設備の新設等の計画 

 該当事項はありません。 

(2) 重要な設備の除却等の計画 

 該当事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の 
内容 

帳簿価額 
従業員数 
（人） 

建物（千円） 
工具器具備品
（千円） 

合計（千円） 

本社 

（東京都港区） 

ネット関連ソフ

トウェア事業、

ネットインフラ

構築事業、管理

部門 

事務所内部造作

及び器具備品 
6,692 14,276 20,968 54 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人） 工具器具備品

（千円） 
合計 

（千円） 

Visual Nexus Limited 
本社 
(イギリス 
ギルフォード) 

ネット関連ソフト
ウェア事業 

器具備品 1,888 1,888 4 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 平成18年６月22日の定時株主総会において定款の変更が行われ、会社が発行する株式の総数は20,472株増加

し、48,072株となりました。 

②【発行済株式】 

 （注）１. 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

２．「提出日現在発行数」欄には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行された株式数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 27,600 

計 27,600 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月23日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 11,978 12,018 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
（注）１ 

計 11,978 12,018 － － 



(2) 【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（① 平成14年11月１日 臨時株主総会 特別決議） 

 （注）１．当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調

整されるものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予

約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果、１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨

てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

また、新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、上記払込金額は分割または併合の比率に

応じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）または自

己株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。 

２．従業員18名の退職に伴う失権及び権利行使により、新株予約権の数357個、新株予約権の目的となる株式の

数357株が、それぞれ減少しており、減少後の数値を記載しております。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 283 243 （注）２ 

新株予約権の目的となる株式

の種類 
普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式

の数（株） 
283 243 （注）２ 

新株予約権の行使時の払込金

額（円） 
 120,000（注）１ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年11月２日 

至 平成24年11月１日 
同左 

新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

発行価格   120,000 

資本組入額  60,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当社の取締役また

は従業員であることを要する。ただし、

会社都合により退職したときを除く。そ

の他の条件については、平成14年11月１

日の臨時株主総会及び同日の取締役会決

議に基づき、当社と新株予約権の割り当

てを受けたものとの間で締結する「新株

予約権割当契約書」で定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事

項 

新株予約権の譲渡、質入、担保権の設定

その他の処分は認めない。ただし、相続

に関しては、当社と新株予約権の割り当

てを受けたものとの間で締結する「新株

予約権割当契約書」で定めるところによ

る。 

同左 

 
調整後払込金額＝調整前払込金額× 

１ 

 分割・併合の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額 

 
調整後払込金額＝調整前払込金額× 

新株式発行前の時価 

  既発行株式数＋新規発行（処分）株式数 



 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（② 平成16年6月24日 定時株主総会 特別決議） 

 （注）１．当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調

整されるものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予

約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果、１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨

てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

また、新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、上記払込金額は分割または併合の比率に

応じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）または自

己株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。 

２．従業員11名の退職に伴う失権により、新株予約権の数54個、新株予約権の目的となる株式の数54株が、それ

ぞれ減少しており、減少後の数値を記載しております。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個）  397 389（注）２ 

新株予約権の目的となる株式

の種類 
普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式

の数（株） 
397  389（注）２ 

新株予約権の行使時の払込金

額（円） 
131,685（注）１ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成20年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

発行価格   131,685 

資本組入額  65,843 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当社の取締役また

は従業員であることを要する。ただし、

会社都合により退職したときを除く。そ

の他の条件については、平成16年６月24

日の定時株主総会及び平成16年12月15日

の取締役会決議に基づき、当社と新株予

約権の割り当てを受けたものとの間で締

結する「新株予約権割当契約書」で定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事

項 

新株予約権の譲渡、質入、担保権の設定

その他の処分は認めない。ただし、相続

に関しては、当社と新株予約権の割り当

てを受けたものとの間で締結する「新株

予約権割当契約書」で定めるところによ

る。 

同左 

 
調整後払込金額＝調整前払込金額× 

１ 

 分割・併合の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額 

 
調整後払込金額＝調整前払込金額× 

新株式発行前の時価 

  既発行株式数＋新規発行（処分）株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．有償第三者割当 

割当先：従業員持株会 

２．株式分割（１：1.5） 

３．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

４．第三者割当 

５．新株予約権の行使による増加であります。 

６．平成18年４月１日から平成18年５月31日までの間に、新株予約権の権利行使により、発行済株式総数が40

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ2,400千円増加しております。 

(4) 【所有者別状況】 

 （注）上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、15株含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年11月１日 

（注）１ 
96 5,876 4,800 293,800 864 864 

平成14年10月４日 

（注）２ 
2,938 8,814 － 293,800 － 864 

平成15年３月６日 

（注）３ 
1,200 10,014 71,400 365,200 105,240 106,104 

平成17年10月31日 

（注）４ 
1,832 11,846 250,068 615,268 250,068 356,172 

平成17年４月１日～ 

平成18年３月31日 

（注）５ 

132 11,978 7,920 623,188 7,920 364,092 

発行価格 59,000円

資本組入額 50,000円

発行価格 147,200円

資本組入額 59,500円

払込金総額 176,640千円

割当先 JMAM Value Driver 投資事業組合

発行価格 273,000円

資本組入額 136,500円

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 3 11 9 9 1 915 948 － 

所有株式数

（株） 
－ 220 67 5,284 1,188 1 5,218 11,978 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 1.84 0.56 44.11 9.92 0.01 43.56 100.0 － 



(5) 【大株主の状況】 

 （注）１．株式会社トーメンは、平成18年４月１日付で豊田通商株式会社と合併し、豊田通商株式会社となっておりま

す。 

２．前事業年度末主要株主でなかったJMAMVALUEDRIVER投資事業組合は、当事業年度末では主要株主となってお

ります。 

(6) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が15株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれております。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ダイワボウ情報システム株式
会社 

大阪市中央区本町三丁目２番５号 3,004 25.07 

JMAMVALUEDRIVER投資事業組
合 

東京都新宿区西新宿六丁目８番１号 2,132 17.79 

株式会社トーメン 東京都千代田区丸の内三丁目８番１号 1,496 12.48 

クレディ スイス 
(常任代理人 ㈱三菱東京ＵＦ
Ｊ銀行) 

1 RAFFLES LINK 05-02 SINGAPORE 039393 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号カス
トディ業務部） 

465 3.88 

株式会社トーメンエレクトロ
ニクス 

東京都港区港南一丁目８番27号 300 2.50 

株式会社エヌジェーケー 東京都目黒区中目黒四丁目８番２号 300 2.50 

クレディット スイス チュー
リッヒ 
(常任代理人 ㈱三菱東京ＵＦ
Ｊ銀行) 

UETLIBERGSTRASSE 231 P.O.BOX 600 CH- 
8070 ZURICH SWITZERLAND 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号カス
トディ業務部） 

229 1.91 

クレディ スイス チューリッ
ヒ レジデント トウキョウ 
(常任代理人 ㈱三菱東京ＵＦ
Ｊ銀行) 

UETLIBERGSTRASSE 231 P.O.BOX 600 CH- 
8070 ZURICH SWITZERLAND 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号カス
トディ業務部） 

228 1.90 

柳 学一 東京都葛飾区 200 1.66 

ノムラ シンガポール リミテ
ッド アカント ノミニー エ
フジェー1309 
(常任代理人 野村證券㈱） 

6 BATTERY ROAD #39-01 STANDARD  
CHARTERED BANK BUILDING SINGAPORE  
0104  
(東京都中央区日本橋一丁目９番１号) 

189 1.57 

計 － 8,543 71.32 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

11,978 
11,978 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

端株 － － － 

発行済株式総数 11,978 － － 

総株主の議決権 － 11,978 － 



②【自己株式等】 

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20および旧商法第280条ノ

21の規定に基づき、ストックオプションとしての新株予約権を発行するものであります。 

 （注） 付与対象者の当社への入社および退社により、付与対象者の区分及び人数は、平成18年5月31日現在で取締役

３名および従業員30名となっております。 

 （注）１．付与対象者のうち１名は、決議日においては従業員でありましたが、平成17年6月23日開催の定時株主総会

において取締役に就任しました。 

２．付与対象者の退社により、付与対象者の区分および人数は、平成18年5月31日現在で取締役４名及び従業員

39名となっております。 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

第三者割当増資により発行した株式 

 平成17年10月28日第三者割当増資により発行した株式の取得者日本M&Aマネジメント株式会社（当社の主要株主であ

るJMAMVALUEDRIVER投資事業組合の業務執行組合員）から発行日より２年間においては、当社の書面による同意を得る

ことなしに譲渡しない旨の確約書を得ております。なお、当該株式について発行日から有価証券報告書の提出日まで

の間に、日本M&Aマネジメント株式会社による株式の移動は行われておりません。 

決議年月日 平成14年11月１日 

付与対象者の区分および人数（名） 
取締役４名、従業員46名および入社予定者１名

（注） 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成16年６月24日 

付与対象者の区分および人数（名） 取締役３名、従業員50名 （注）１．２ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注） 平成18年６月22日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、取締役会の決議に

よって市場取引等により自己の株式を取得することができる」旨を定款に定めております。 

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続して実施し

ていくことを基本方針としております。当期に関しましては、遺憾ながら、無配と致しました。 

 次期以降につきましては、復配と内部留保の確保を実施すべく、一日も早い業績の回復に向けて役員・従業員とも

に全力を傾注し、努力する所存であります。 

４【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

なお、平成15年３月６日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

  平成18年６月22日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価格の総額（円） 

自己株式取得に係る決議  － － － 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） － 162,000 258,000 257,000 508,000 

最低（円） － 113,000 103,000 110,000 140,000 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 450,000 400,000 319,000 333,000 272,000 248,000 

最低（円） 362,000 275,000 261,000 235,000 141,000 192,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役社

長 
 西村 拓美 昭和34年11月25日生 

昭和57年４月 株式会社トーメン入社 

平成８年７月 当社取締役就任 

平成11年６月 当社代表取締役社長就任（現

任） 

平成13年３月 株式会社トーメン退社 

75 

取締役 

インターネッ

トプロダクツ

事業本部長 

鈴木 敦久 昭和36年３月12日生 

昭和61年４月 通商産業省（現経済産業省）入

省 

昭和61年12月 同省退官 

昭和62年１月 株式会社トーメン入社 

昭和63年９月 株式会社トーメンエレクトロニ

クス転籍 

平成12年４月 当社取締役インターネットプロ

ダクツ事業本部長就任（現任） 

平成12年９月 株式会社トーメンエレクトロニ

クス退社 

75 

取締役 

Ｂ＆Ｃエンジ

ニアリング事

業本部長 

小野 惣一 昭和38年１月23日生 

昭和60年４月 株式会社トーメン入社 

平成８年11月 当社出向サイバービジネス事業

部長 

平成11年６月 当社取締役Ｂ＆Ｃエンジニアリ

ング事業本部長就任（現任） 

平成13年３月 株式会社トーメン退社 

75 

取締役 経営企画室長 小岩井 孝一 昭和23年11月29日生 

昭和46年４月 株式会社トーメン入社 

平成13年４月 同社広報IR部長 

平成15年４月 同社経営企画部広報IR室長 

平成16年８月 同社退社 

平成16年９月 当社入社 

管理本部長兼経営企画室長 

平成17年６月 当社取締役就任 

平成18年６月 当社取締役経営企画室長（現

任） 

－ 

取締役 

クラスターサ

ーバーソリュ

ーションズ事

業部長 

粕谷 明彦 昭和32年５月16日生 

平成17年12月 ハミルトンアブネットエレクト

ロニクスジャパン株式会社、プ

ライムコンピュータジャパン株

式会社、日本シリコングラフィ

ックス株式会社、マルチジェン

ジャパン株式会社代表取締役、 

オーラッド株式会社代表取締役

を経て、当社入社 

平成18年４月 当社クラスターサーバーソリュ

ーションズ事業部長（現任） 

平成18年６月 当社取締役就任（現任） 

－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役   安永 達哉 昭和32年５月21日生 

平成元年３月 ダイワボウ情報システム株式会

社入社 

平成４年12月 同社広島支店長 

平成10年５月 同社中・四国パソコン事業部長 

平成12年４月 同社中部パソコン事業部長 

平成14年６月 同社取締役就任（現任） 

平成14年７月 同社中部営業本部長兼中部営業

部長 

平成16年６月 当社取締役就任（現任） 

平成17年４月 ダイワボウ情報システム株式会

社西日本営業本部長兼中部営業

本部長（現任） 

－ 

取締役   角田 幸治 昭和42年３月23日生 

平成３年４月 山一證券株式会社入社 

平成10年２月 同社退社 

平成15年４月 コアパシフィック山一イン 

ターナショナル（香港）有 

限公司、コアパシフィック 

山一証券、イー・リサーチ 

株式会社、株式会社中小企 

業Ｍ＆Ａセンターを経て、 

日本Ｍ＆Ａマネジメント株 

式会社設立 取締役就任 

平成17年５月 同社代表取締役就任（現任）

平成18年６月 当社取締役就任（現任） 

－ 

監査役  本多 一史 昭和16年１月31日生 

昭和39年４月 東洋棉花株式会社（現株式会社

トーメン）入社 

平成11年４月 株式会社トーメンビジネスサポ

ート代表取締役 

平成11年６月 株式会社トーメン退社 

平成13年６月 当社監査役就任（現任） 

－ 

監査役  松本 紘和 昭和15年12月28日生 

昭和39年４月 大和紡績株式会社入社 

昭和63年７月 同社東京支店次長 

平成２年４月 同社退社 ダイワボウ情報シス

テム株式会社入社、財務部長 

平成２年５月 同社取締役就任 

平成４年６月 同社常務取締役就任 

平成８年６月 同社専務取締役就任 

平成13年６月 同社代表取締役就任 

平成15年４月 同社代表取締役社長就任（現

任） 

平成16年６月 当社監査役就任（現任） 

－ 

 



 （注）１．株式会社トーメンは、平成18年４月１日付で豊田通商株式会社と合併し、豊田通商株式会社となっておりま

す。 

 ２．取締役 安永 達哉および角田 幸治は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３．監査役 松本 紘和および池田 正博は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

４．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名を選任しております。補

欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

監査役  池田 正博 昭和36年９月26日生 

昭和60年４月 株式会社トーメン入社 

平成13年４月 Casio Europe GmbH 副社長就任 

平成14年３月 Casio Europe GmbH 副社長辞任 

平成15年４月 株式会社トーメン 電子情報部 

副部長兼エレクトロニクス企画 

グループリーダー兼中国部品グ 

ループリーダー 

平成17年５月 同社エレクトロニクス企画グル

ープリーダー兼虹日グループリ

ーダー 

平成18年４月 豊田通商株式会社 エレクトロ 

ニクス第二部付エレクトロニク 

ス企画チーム（現任） 

平成18年６月 当社監査役就任（現任） 

－ 

    計 225 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

石崎 浩之 昭和41年４月28日生 

経営コンサルタント 

University of Southern California MBA

修了 

平成16年10月 安田火災海上保険株式会社、株 

式会社電通テック、中央クーパ

ース＆ライブランド・コンサル

ティング株式会社、デロイト・

トーマツ・コンサルティング株

式会社、株式会社ジェネラルソ

リューションズを経て、ブレイ

ンストーム・ワールドワイド株

式会社設立 代表取締役就任（現

任） 

－ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

※コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 コーポレート・ガバナンスは、当社グループとその利害関係者との良好な関係を構築し、市場から信頼していただ

くための重要事項と考えております。単に当社グループの意思決定や行動が適法に行われているかという適法性の判

断のみならず、社会の要請に適合した企業行動を追及してまいります。また、コーポレート・ガバナンスが有効に機

能するためには透明性も極めて大事であり、義務の範囲に限定することなく株主・投資家の皆様や、顧客・従業員に

対しても積極的に情報開示を行うこととしております。 

 また、平成18年6月22日開催の定時株主総会をもって、当社の７名の取締役のうち２名を、３名の監査役全員をそ

れぞれ社外から登用し、積極的な意見参加を求めることにより、監視機能を高めております。 

(1) 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

 当社の組織構成図は下記のとおりです。（平成18年6月23日現在） 

 当社は毎月の定例取締役会を開催するほか、常勤の取締役、監査役による経営会議を毎週開催しております。経

営会議は代表取締役社長の諮問機関であり、業務執行、監視および内部統制に関する報告、討議の場として機能

し、当社のコーポレート・ガバナンスにおいて重要な位置付けとなっております。また、取締役および監査役は必

要に応じて顧問弁護士や監査法人と連携し、経営に法律面のコントロール機能が働くようにしております。 

②内部監査及び監査役監査の状況 

 当社は内部監査規程に基づき、代表取締役社長および取締役によって構成される内部監査委員会が内部監査を実

施しております。内部監査においては、会社の組織および諸制度の妥当性に関する監査、会社の諸業務の合法性お

よび合理性に関する監査、会計処理の正確性および合法性に関する監査等を実施し、必要に応じて各種の業務等の

改善を指示するなどしております。 

 一方、当社は監査役制度採用会社であり、監査役は取締役会や経営会議といった重要な会議に出席し、必要に応

じて意見を述べる等しております。また、監査役は重要性、適時性その他必要な要素を考慮して監査計画を作成

し、その監査計画に基づき監査を実施しております。 

③会計監査の状況 

 当社の監査業務を執行した公認会計士は和田芳幸、伊藤恭治であり、中央青山監査法人に所属しております。ま

た、当社の監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、会計士補４名、その他１名であります。 



④社外取締役および社外監査役との関係 

 当社は取締役７名のうちの２名を、監査役３名全員を社外から登用しております。 

社外取締役および社外監査役と、当社との関係等については次のとおりであります。 

（注）１.  ダイワボウ情報システム㈱は当社の発行済株式総数の25.07％を保有する関係会社であり 

ます。当社の同社向けの当期の売上高は60百万円であり、その取引条件については他の取引

先と同様に決定しております。 

   ２.  日本M&Aマネジメント㈱は、当社の主要株主であるJMAMVALUEDRIVER投資事業組合の業務執  

     行組合員であり、当社の発行済株式総数の17.79％を保有しております。 

     当社と同社の間には直接の取引関係はありません。 

   ３.  豊田通商㈱は、当社の発行済株式総数の14.98％を保有しております。 

当社と同社の間には直接の取引関係はありません。 

(2) リスク管理体制の整備の状況 

 月次定例の取締役会に加えて、代表取締役社長の諮問機関として、代表取締役社長、常勤の取締役、監査役からな

る経営会議を毎週開催し、業務執行、監視および内部統制のための報告、討議の場としております。更に、既述の監

査役による監査、取締役による内部監査を通じて業務執行を監督し、法令、社会ルール等を遵守した会社運営を行っ

ております。 

(3) 役員報酬の内容 

 当社の社内取締役に対する報酬の内容は、役員報酬として年間42百万円であります。なお、社外取締役に対しては

報酬等を支払っておりません。 

 当社の監査役（常勤）に対する報酬の内容は、役員報酬として年間２百万円であります。なお、監査役（非常勤）

に対しては報酬等を支払っておりません。 

(4) 監査報酬の内容 

 当社の中央青山監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬

は、９百万円であります。それ以外の報酬はありません。 

区分 氏名 兼務する会社名 兼務の内容 摘要 

取締役 
安永 達哉 ダイワボウ情報システム㈱ 取締役 （注）１ 

角田 幸治 日本M&Aマネジメント㈱ 代表取締役 （注）２ 

監査役 

本多 一史 － － －  

松本 紘和 ダイワボウ情報システム㈱ 代表取締役社長 （注）１ 

池田 正博 豊田通商㈱ 従業員 （注）３ 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）」

（以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」（以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）および当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表ならびに前事業年度（平

成16年４月１日から平成17年３月31日まで）および当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財

務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     857,589     864,775   

２．受取手形及び売掛金     115,014     349,816   

３．たな卸資産     71,397     90,804   

４．前払費用     49,365     69,267   

５．その他     6,516     24,193   

流動資産合計     1,099,883 92.9   1,398,857 93.6 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(1）建物   15,567     15,567     

減価償却累計額   △7,677 7,889   △8,875 6,692   

(2）工具器具備品   37,282     48,654     

減価償却累計額   △26,513 10,769   △32,489 16,165   

有形固定資産合計     18,658 1.6   22,857 1.5 

２．無形固定資産               

(1）ソフトウェア     19,142     44,556   

(2）その他     2,644     8,977   

無形固定資産合計     21,787 1.9   53,533 3.6 

３．投資その他の資産               

(1）投資有価証券     6,021     3,591   

(2）破産更生債権等     3,314     3,314   

(3）その他     36,976     15,572   

貸倒引当金     △3,314     △3,314   

投資その他の資産合計     42,997 3.6   19,163 1.3 

固定資産合計     83,443 7.1   95,554 6.4 

資産合計     1,183,327 100.0   1,494,412 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．支払手形及び買掛金     38,033     92,125   

２．一年内償還社債     50,000     50,000   

３．未払金     60,413     36,213   

４．未払法人税等     1,405     3,323   

５．賞与引当金     40,344     39,611   

６．その他     41,615     67,844   

流動負債合計     231,812 19.6   289,118 19.3 

Ⅱ 固定負債               

１．社債     450,000     400,000   

２．役員退職慰労引当金     30,405     34,766   

３．退職給付引当金     18,154     24,859   

４．その他     1,214     13,495   

固定負債合計     499,773 42.2   473,120 31.7 

負債合計     731,585 61.8   762,238 51.0 

        

（少数株主持分）               

少数株主持分     84 0.0   3,483 0.2 

        

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※１   365,200 30.9   623,188 41.7 

Ⅱ 資本剰余金     106,104 9.0   364,092 24.3 

Ⅲ 利益剰余金     △19,995 △1.7   △257,876 △17.2 

Ⅳ 為替換算調整勘定     348 0.0   △713 △0.0 

資本合計     451,656 38.2   728,690 48.8 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    1,183,327 100.0   1,494,412 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     807,219 100.0   1,194,131 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２   437,194 54.2   669,978 56.1 

売上総利益     370,024 45.8   524,153 43.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1.2   673,154 83.4   739,271 61.9 

営業損失     303,130 △37.6   215,118 △18.0 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   347     467     

２．為替差益   29     2,264     

３．その他   240 617 0.1 177 2,909 0.2 

Ⅴ 営業外費用               

１．社債利息   －     975     

２．支払保証料   6     2,437     

３. たな卸資産廃棄損   156     58     

４．社債発行費償却   22,976     －     

５. 新株発行費償却   －     31,836     

６. その他   － 23,139 2.8 69 35,377 2.9 

経常損失     325,652 △40.3   247,585 △20.7 

Ⅵ 特別利益               

１．固定資産売却益 ※３ －     125     

２．投資有価証券売却益 ※４ －     4,570     

３．持分変動損益   1,209 1,209 0.1 1,008 5,703 0.5 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産除却損 ※５ 59 59 0.0 21 21 0.0 

        

税金等調整前当期純損
失 

    324,502 △40.2   241,903 △20.2 

法人税、住民税及び事
業税 

  929     1,665     

法人税等調整額   82,759 83,688 10.3 － 1,665 0.1 

少数株主損失     2,731 0.3   5,688 0.4 

当期純損失     405,458 △50.2   237,880 △19.9 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     106,104   106,104 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

１．増資による新株の発行   － － 257,988 257,988 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     106,104   364,092 

      

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     405,491   △19,995 

Ⅱ 利益剰余金減少高           

１．配当金   20,028   －   

２．当期純損失   405,458 425,486 237,880 237,880 

Ⅲ 利益剰余金期末残高     △19,995   △257,876 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

      

税金等調整前当期純損
失（△） 

  △324,502 △241,903 

減価償却費   9,389 10,661 

ソフトウェア償却費   13,938 14,029 

連結調整勘定償却額   － 302 

賞与引当金の増減額(減
少：△) 

  △8,023 △732 

退職給付引当金の増減
額(減少：△) 

  5,710 6,705 

役員退職慰労引当金の
増減額(減少：△) 

  7,921 4,360 

受取利息及び受取配当
金 

  △347 △467 

社債利息   － 975 

為替差損益(差益：△)   △1,687 △2,181 

新株発行費   － 31,836 

持分変動損益(利益：
△) 

  △1,209 △1,008 

投資有価証券売却益   － △4,570 

固定資産除却損   59 21 

売上債権の増減額(増
加：△) 

  40,019 △234,396 

たな卸資産の増減額(増
加：△) 

  △54,121 △19,407 

仕入債務の増減額(減
少：△) 

  △607 54,102 

未払消費税等の増減額
(減少：△) 

  △1,177 11,203 

未収消費税等の増減額
(増加：△) 

  △1,295 398 

その他資産の増減額(増
加：△) 

  △32,454 △16,606 

その他負債の増減額(減
少：△) 

  30,253 6,271 

その他   － △125 

小計   △318,135 △380,531 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受取
額 

  347 467 

利息の支払額   － △975 

法人税等の支払額   △12,093 △1,190 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △329,881 △382,229 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

      

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △3,994 △9,902 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  － 250 

無形固定資産の取得に
よる支出 

  △18,242 △46,312 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △3,000 － 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  － 7,000 

その他   △809 △705 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △26,046 △49,670 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

      

社債の発行による収入   500,000 － 

社債の償還による支出   － △50,000 

株式発行による収入   － 484,139 

少数株主からの払込に
よる収入 

  3,996 4,006 

配当金の支払額   △19,488 － 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  484,508 438,145 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  2,065 941 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額(減少：△) 

  130,646 7,186 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  726,942 857,589 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※ 857,589 864,775 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社はすべて連結しております。 

連結子会社の数 １社 

連結子会社名  Visual Nexus Limited 

 なお、Visual Nexus Limitedについて

は、当連結会計年度において新たに設立

したことにより、当連結会計年度より連

結子会社に含めることとしました。 

  

 連結子会社はすべて連結しております。 

連結子会社の数 １社 

連結子会社名  Visual Nexus Limited 

  

────── 

２．持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社および関連会社はありませ

んので該当事項はありません。 

  

同左 

  

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異な

る会社は次のとおりであります。 

会社名           決算日 

 Visual Nexus Limited  12月31日 ※１

 ※１.連結子会社の決算日現在の財務諸表

を使用しております。なお、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

  

同左 

 



項目 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券 

 その他有価証券 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用してお

ります。   

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券 

 その他有価証券 

  時価のないもの 

同左 

   ②たな卸資産 

 商品、製品 

 総平均法による原価法を採用しておりま

す。 

 ②たな卸資産 

 商品、製品 

同左 

   仕掛品 

 個別法による原価法を採用しておりま

す。 

 仕掛品 

同左 

   貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法を採用し

ております。 

────── 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

①有形固定資産 

当社及び在外連結子会社は、主として定

率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

建物………………………15年 

工具器具備品……４年～８年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

①有形固定資産 

当社および在外連結子会社は、主として定

率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

建物………………８年～15年 

工具器具備品……３年～10年 

  ②無形固定資産 

当社は定額法を採用しております。な

お、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５年)に

基づいており、市場販売目的ソフトウェ

アについては、見込販売数量に基づく償

却額と見込販売可能期間(1.5年)に基づく

定額償却額のいずれか大きい額により償

却しております。 

②無形固定資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売掛債権等の貸倒損失に備えるため、当

社及び在外連結子会社は一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

当社は従業員の賞与金の支給に備えて、

賞与支給見込額の当連結会計年度負担額

を計上しております。 

②賞与引当金 

同左 

  ③退職給付引当金 

当社は従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付債務

の見込額（簡便法により自己都合要支給

額の100％）に基づき、計上しておりま

す。 

③退職給付引当金 

同左 

      

 



項目 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

  ④役員退職慰労引当金 

当社は役員の退職慰労金に充てるため、

当社内規に基づく当連結会計年度末要支

給見積額を計上しております。 

  

④役員退職慰労引当金 

同左 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産および負債は、

決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益および費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は少数株主持

分および資本の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しております。 

  

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準 

同左 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

  

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の処理方法 

消費税および地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

(6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

同左 

      

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

全面時価評価法を採用しております。 同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

────── 連結調整勘定の償却については、10年間

の均等償却を行っております。 

  

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分または損失処理について、連結会計年

度中に確定した利益処分または損失処理

に基づいて作成しております。 

  

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金およ

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

  

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これによる損益に与える影響はありません。 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

※１当社の発行済株式総数は、普通株式10,014株であり

ます。 

※１当社の発行済株式総数は、普通株式11,978株であり

ます。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給与・賞与           267,928千円 

賞与引当金繰入額         34,990千円 

退職給付引当金繰入額       6,616千円 

役員退職慰労引当金繰入額      7,921千円 

  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給与・賞与           285,840千円 

賞与引当金繰入額         33,398千円 

退職給付費用             22,975千円 

役員退職慰労引当金繰入額      7,431千円 

  

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、40,104千円であります。 

  

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、37,947千円であります。 

  

※３        ────── 

  

※３ 固定資産売却益は、工具器具備品の売却によるも

のであります。 

  

※４        ────── 

  

※４ 投資有価証券売却益は、株式の売却によるもので

あります。 

  

※５ 固定資産除却損は、工具器具備品の除却によるも

のであります。 

  

※５ 固定資産除却損は、工具器具備品の除却によるも

のであります。 

  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 857,589千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 857,589千円 

現金及び預金勘定 864,775千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 864,775千円 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

１．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額なため、

連結財務諸表規則第15条の３において準用する財務諸表

等規則第８条の６第６項の規定により記載を省略してお

ります。 

同左 

種類 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 6,021 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

7,000 4,570 － 

種類 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 3,591 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は確定給付型の制度として退職一時金制度を設けて

おります。 

また、従来の退職金制度に上積みして連合設立型の厚生

年金基金に加入しておりますが、自社の拠出に対応する

年金資産の額が合理的に計算できないため、「退職給付

に係る会計基準注解」注12に定める処理を行っておりま

す。 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は確定給付型の制度として退職一時金制度を設けて

おります。 

また、従来の退職金制度に上積みして連合設立型の厚生

年金基金に加入しておりますが、自社の拠出に対応する

年金資産の額が合理的に計算できないため、「退職給付

に係る会計基準注解」注12に定める処理を行っておりま

す。 

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 △18,154千円 

退職給付引当金 △18,154千円 

退職給付債務 △24,859千円 

退職給付引当金 △24,859千円 

 連合設立型の厚生年金基金の加入員および受給権者

の割合により計算した年金資産の額は106,543千円で

あります。 

 連合設立型の厚生年金基金の加入員および受給権者

の割合により計算した年金資産の額は117,033千円で

あります。 

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 

(1）勤務費用 8,798千円 

(2）厚生年金基金への要拠出額 

（従業員拠出額を除く） 
10,687千円 

退職給付費用 19,485千円 

(1）勤務費用 14,830千円 

(2）厚生年金基金への要拠出額 

（従業員拠出額を除く） 
12,524千円 

退職給付費用 27,355千円 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

退職給付債務については、簡便法により、算出しており

ます。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

退職給付債務については、簡便法により、算出しており

ます。 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

繰延税金資産 (千円) 

未払事業税否認 190  

賞与引当金否認 16,415  

減価償却費損金算入限度超過額 26,171  

退職給付引当金否認 7,356  

役員退職慰労引当金否認 12,371  

一括償却資産損金算入限度超過

額 

1,606  

貸倒引当金否認 1,348  

法人税額控除 7,171  

繰越欠損金 135,605  

その他 3,214  

繰延税金資産小計 211,454  

評価性引当額 △211,454  

繰延税金資産合計 －  

     

繰延税金資産 (千円) 

未払事業税否認 965  

賞与引当金否認 16,117  

減価償却費損金算入限度超過額 22,281  

退職給付引当金否認 10,115  

役員退職慰労引当金否認 14,146  

一括償却資産損金算入限度超過

額 

1,384  

貸倒引当金否認 1,348  

法人税額控除 4,788  

繰越欠損金 207,589  

その他 3,182  

繰延税金資産小計 281,921  

評価性引当額 △281,921  

繰延税金資産合計 －  

     

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を省

略しております。 

  

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を省

略しております。 

  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．事業の区分は、事業活動の系列および市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分の主な製品および事業 

(1）ネット関連ソフトウェア事業 ・・ソフトウェアの開発およびその販売等 

(2）ネットインフラ構築事業 ・・・・集合住宅ブロードバンド化に関する機器の開発・販売、 

ケーブルテレビ局向け機器の販売等 

３．営業費用のうち、消去または全社項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４．資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、841,607千円であり、その主なもの

は、当社での余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。 

 

ネット関連
ソフトウェ
ア事業 
（千円） 

ネットイン
フラ構築事
業（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 384,119 423,100 807,219 － 807,219 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － (－) － 

計 384,119 423,100 807,219 (－) 807,219 

営業費用 587,534 522,815 1,110,349 (－) 1,110,349 

営業損失 203,415 99,714 303,130 (－) 303,130 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本

的支出 
          

資産 287,062 135,185 422,248 761,078 1,183,327 

減価償却費 18,553 4,772 23,326 － 23,326 

資本的支出 27,159 5,073 32,232 － 32,232 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業の区分は、事業活動の系列および市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分の主な製品および事業 

(1）ネット関連ソフトウェア事業 ・・ソフトウェアの開発およびその販売等 

(2）ネットインフラ構築事業 ・・・・集合住宅ブロードバンド化に関する機器の開発・販売、 

ケーブルテレビ局向け機器の販売等 

３．営業費用のうち、消去または全社項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４．資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、799,557千円であり、その主なもの

は、当社での余資運用資金（現金および預金）および管理部門に係る資産であります。 

 

ネット関連
ソフトウェ
ア事業 
（千円） 

ネットイン
フラ構築事
業（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 595,988 598,143 1,194,131 － 1,194,131 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － (－) － 

計 595,988 598,143 1,194,131 (－) 1,194,131 

営業費用 750,185 659,064 1,409,250 (－) 1,409,250 

営業損失 154,196 60,921 215,118 (－) 215,118 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本

的支出 
          

資産 611,013 290,198 901,212 593,199 1,494,412 

減価償却費 18,911 5,778 24,690 － 24,690 

資本的支出 45,189 8,957 54,146 － 54,146 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。  

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

 当社は、米国Tarantella社（以下TTA社）が開発したサーバー・ベース・コンピューティングツール製品（以下SBC

ツール製品）の国内独占販売権に関する契約について、平成17年７月にTTA社を買収した米国Sun Microsystems社（以

下Sun社）との間でSBCツール製品販売権について協議を重ねてまいりましたが、平成18年６月15日に合意書を締結いた

しました。 

 合意書締結内容 

１）SBCツール「Tarantella製品シリーズ」に関する当社との国内独占販売権は、本件合意書締結日を以て終了する。

それ以降、当社はSun社との新たな代理店契約のもと、非独占で当該製品の国内販売を行う。 

２）現行のバージョンであるEnterprise Edition ver.3.44については、平成18年12月31日まで当社が国内独占販売権

を維持する。 

３) Sun社は、当社に対し20万米ドル(邦貨約22百万円)の一括支払いと、Enterprise Edition ver.3.44の取引条件に

一定の優遇条件を付与することにより国内独占販売権解約の補償とする。 

今後、当社はSun社との間で非独占の新たな代理店契約を締結し、当該製品の国内販売を行ってまいります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失

が計上されているため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 45,102円55銭 

１株当たり当期純損失金額 40,489円19銭 

同左 

１株当たり純資産額 60,835円70銭 

１株当たり当期純損失金額 21,910円35銭 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失（千円） 405,458 237,880 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による取締役賞与金） － － 

（うち利益処分による監査役賞与金） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 405,458 237,880 

期中平均株式数（株） 10,014 10,857 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

普通株式増加数（株） － 1,964 

（うち新株予約権） （－） （132）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権２種類（新株予約権の

数883個） 

新株予約権２種類（新株予約権の

数680個） 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．( )内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２．第1回利息期間は、年率0.20％。以降、６ヶ月円TIBORに年率0.10％を加えた利率 

３．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

トーメンサイバービジ

ネス株式会社 

第１回無担保普通 

社債(株式会社UFJ銀行

保証付および適格機関

投資家限定)  

平成17年3月

31日 

500,000 

(50,000)

450,000 

(50,000)
（注）2 なし 

平成24年3月

30日 

合計 － － 
500,000 

(50,000)

450,000 

(50,000)
－ － － 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 



２【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   824,303   784,211  

２．受取手形   2,033   －  

３．売掛金    111,425   326,365  

４．商品   20,345   65,482  

５．製品   3,436   11,927  

６．仕掛品   44,013   13,394  

７．貯蔵品   3,601   －  

８．前払費用   49,096   69,044  

９．未収入金   －   18,643  

10．未収消費税等   580   129  

11．その他   5,221   4,638  

流動資産合計   1,064,059 86.9  1,293,838 81.3 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  15,567   15,567   

減価償却累計額  7,677 7,889  8,875 6,692  

２．工具器具備品  35,817   45,813   

減価償却累計額  26,273 9,544  31,536 14,276  

有形固定資産合計   17,433 1.4  20,968 1.3 

(2）無形固定資産        

１．商標権   1,968   2,561  

２．ソフトウェア   19,142   44,556  

３．その他   676   665  

無形固定資産合計   21,787 1.8  47,782 3.0 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   6,021   3,591  

２．関係会社株式   78,351   212,108  

３．破産更生債権等   3,314   3,314  

４．長期前払費用   22,611   474  

５．差入保証金    13,555   13,555  

６．貸倒引当金   △3,314   △3,314  

投資その他の資産合計   120,539 9.9  229,729 14.4 

固定資産合計   159,761 13.1  298,481 18.7 

資産合計   1,223,820 100.0  1,592,319 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   38,033   91,689  

２．一年内償還社債   50,000   50,000  

３．未払金   54,652   24,434  

４．未払費用   7,820   8,052  

５．未払法人税等   1,405   3,323  

６．未払消費税等   －   11,203  

７．預り金   4,273   4,719  

８．前受収益   27,714   39,974  

９．賞与引当金   40,344   39,611  

流動負債合計   224,243 18.4  273,009 17.2 

Ⅱ 固定負債        

１．社債   450,000   400,000  

２．退職給付引当金   18,154   24,859  

３．役員退職慰労引当金   30,405   34,766  

４．長期前受収益   1,214   13,495  

固定負債合計   499,773 40.8  473,120 29.7 

負債合計   724,017 59.2  746,130 46.9 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  365,200 29.8  623,188 39.1 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  106,104   364,092   

資本剰余金合計   106,104 8.7  364,092 22.9 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  1,763   1,763   

２．当期未処分利益又は当
期未処理損失(△) 

 26,734   △142,854   

利益剰余金合計   28,498 2.3  △141,090 △8.9 

資本合計   499,802 40.8  846,189 53.1 

負債・資本合計   1,223,820 100.0  1,592,319 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．ネットインフラ構築事
業 

 423,100   598,143   

２．ネット関連ソフトウェ
ア事業 

 380,711 803,811 100.0 575,717 1,173,860 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１       

１．ネットインフラ構築事
業 

 295,130   389,952   

２．ネット関連ソフトウェ
ア事業 

 142,064 437,194 54.4 272,294 662,247 56.4 

売上総利益   366,617 45.6  511,613 43.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．広告宣伝費  17,291   19,757   

２．役員報酬  47,526   44,589   

３．給与・賞与  253,993   257,497   

４．賞与引当金繰入額  34,990   33,398   

５．退職給付費用  18,129   22,975   

６．役員退職慰労引当金繰
入額 

 7,921   7,431   

７．法定福利費  31,312   28,458   

８．減価償却費  8,357   9,291   

９．地代家賃  43,890   44,470   

10．賃借料  1,336   2,906   

11．業務委託料  1,031   13,199   

12．研究開発費 ※１ 40,104   37,947   

13．支払報酬  33,147   26,414   

14．その他  78,006 617,039 76.8 102,469 650,807 55.4 

営業損失   250,421 △31.2  139,194 △11.8 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息   13   157   

２．為替差益  91   1,640   

３．その他  240 344 0.1 177 1,975 0.1 

Ⅴ 営業外費用        

１．たな卸資産廃棄損  156   58   

２．社債利息  －   975   

３．支払保証料  －   2,437   

４．社債発行費償却  22,976   －   

５．新株発行費償却  －   31,836   

６．その他  6 23,139 2.9 69 35,377 3.0 

経常損失   273,217 △34.0  172,597 △14.7 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※２ －     125     

２．投資有価証券売却益 ※３ － － － 4,570 4,695 0.4 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※４ 59 59 0.0 21 21 0.0 

税引前当期純損失   273,276 △34.0  167,923 △14.3 

法人税、住民税及び事
業税 

 929   1,665   

法人税等調整額  82,759 83,688 10.4 － 1,665 0.1 

当期純損失   356,964 △44.4  169,588 △14.4 

前期繰越利益   383,699   26,734  

当期未処分利益又は当
期未処理損失(△) 

  26,734   △142,854  

        



売上原価明細書 

ネットインフラ構築事業 

 （注）１．原価計算の方法は個別原価計算によっております。 

２．労務費のうち引当金繰入額は次のとおりであります。 

３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（製造原価明細）      

Ⅰ 材料費  125,086 70.2 108,201 61.3 

Ⅱ 労務費 
(注)
２ 

13,145 7.4 13,457 7.6 

Ⅲ 経費  39,908 22.4 54,929 31.1 

当期総製造費用  178,140 100.0 176,587 100.0 

期首仕掛品たな卸高  8,106  44,013  

合計  186,247  220,600  

期末仕掛品たな卸高  44,013  13,394  

当期製品製造原価  142,234  207,206  

（商品売上原価明細）      

期首商品たな卸高  5,129  20,345  

当期商品仕入高  168,341  229,179  

合計  173,471  249,525  

他勘定振替高 
(注)
３ 

229  1,296  

期末商品たな卸高  20,345  65,482  

当期商品売上原価  152,896  182,746  

当期売上原価  295,130  389,952  

      

 前事業年度 当事業年度 

賞与引当金繰入額 1,607千円 1,633千円 

退職給付引当金繰
入額 

85千円 141千円 

 前事業年度 当事業年度 

見本品費 229千円 1,295千円 

その他 －千円 1千円 



ネット関連ソフトウェア事業 

 （注） 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

期首製品たな卸高  4,038 3,436 

当期製品仕入高  2,783 108,284 

合計  6,821 111,721 

他勘定振替高 (注) 369 156 

期末製品たな卸高  3,436 11,927 

差引  3,016 99,637 

支払ロイヤリティ  103,183 131,598 

ソフトウェア償却費  13,938 14,029 

外注費  21,925 27,029 

当期売上原価  142,064 272,294 

    

 前事業年度 当事業年度 

たな卸資産廃棄損 156千円 58千円 

見本品費 197千円 72千円 

その他 15千円 25千円 



③【利益処分計算書及び損失処理計算書】 

 利益処分計算書                    損失処理計算書 

  
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月23日） 
  

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月22日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   26,734 Ⅰ 当期未処理損失   △142,854 

 Ⅱ 次期繰越利益   26,734  Ⅱ 次期繰越損失   △142,854 

        



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品、製品 

総平均法による原価法を採用してお

ります。 

(1）商品、製品 

同左 

 (2）仕掛品 

個別法による原価法を採用しており

ます。 

(2）仕掛品 

同左 

 (3）貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法を採用

しております。 

────── 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、以下のとお

りであります。 

建物………15年 

工具器具備品………４年～８年 

(1）有形固定資産 

同左 

なお、主な耐用年数は、以下のとお

りであります。 

建物………………８年～15年 

工具器具備品……３年～10年 

 (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいており、市場販売

目的ソフトウェアについては、見込

販売数量に基づく償却額と見込販売

可能期間（1.5年）に基づく定額償却

額のいずれか大きい額により償却し

ております。 

(2）無形固定資産 

同左 

４．繰延資産の処理方法 社債発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

────── 

  ────── 新株発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売掛債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

従業員の賞与金の支給に備えて、賞

与支給見込額の当期負担額を計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 



会計処理方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額

（簡便法により自己都合要支給額の

100％）に基づき、計上しておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

同左 

 (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金に充てるため、当

社内規に基づく期末要支給見積額を

計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の処理方法 消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これによる損益に与える影響はありません。 

  



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（損益計算書） 

前期において、販売費及び一般管理費の「その他」に

含めて一括掲記しておりました「支払報酬」（前期

31,683千円）については、当期において販売費及び一

般管理費の100分の５を超えたため区分掲記しておりま

す。 

────── 

 ────── （貸借対照表） 

「未収入金」は前期末まで、流動資産の「その他」に

含めて表示しておりましたが、当期末において資産の

100分の１を超えたため区分掲記しております。 

なお、前期末の「未収入金」は112千円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式のうち、時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（平成17年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成18年３月31日現在） 

※１ 授権株式数および発行済株式総数 ※１ 授権株式数および発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 27,600株 

発行済株式総数 普通株式 10,014株 

※２ 資本の欠損の額は、142,854千円であります。 

授権株式数 普通株式 27,600株 

発行済株式総数 普通株式 11,978株 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額 

 40,104千円  37,947千円 

※２        ────── ※２ 固定資産売却益は、工具器具備品の売却によるも

のであります。 

※３        ────── ※３ 投資有価証券売却益は、株式の売却によるもので

あります。 

※４ 固定資産除却損は、工具器具備品の除却によるも

のであります。 

※４ 固定資産除却損は、工具器具備品の除却によるも

のであります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額なため、

財務諸表等規則第８条の６第６項の規定により、記載を

省略しております。 

同左 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

 税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。 

当事業年度（平成18年３月31日現在） 

 税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。 

  
前事業年度 

(平成17年３月31日現在)
 

当事業年度 
(平成18年３月31日現在)

繰延税金資産  (千円)  (千円) 

 未払事業税否認 190  965 

 賞与引当金損金算入限度超過額 16,415  16,117 

 減価償却費損金算入限度超過額 26,126  22,147 

 退職給付引当金損金算入限度超過額 7,356  10,115 

 役員退職慰労引当金否認 12,371  14,146 

 一括償却資産損金算入限度超過額 1,606  1,384 

 貸倒引当金損金算入限度超過額 1,348  1,348 

 法人税額控除 7,171  4,788 

 繰越欠損金 125,667  193,021 

 その他 3,214  3,182 

 繰延税金資産小計 201,470  267,218 

 評価性引当額 △201,470  △267,218 

 繰延税金資産合計 －  － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

（重要な後発事象） 

 当社は、米国Tarantella社（以下TTA社）が開発したサーバー・ベース・コンピューティングツール製品（以下SBC

ツール製品）の国内独占販売権に関する契約について、平成17年７月にTTA社を買収した米国Sun Microsystems社（以

下Sun社）との間でSBCツール製品販売権について協議を重ねてまいりましたが、平成18年６月15日に合意書を締結いた

しました。 

 合意書締結内容 

１）SBCツール「Tarantella製品シリーズ」に関する当社との国内独占販売権は、本件合意書締結日を以て終了する。

それ以降、当社はSun社との新たな代理店契約のもと、非独占で当該製品の国内販売を行う。 

２）現行のバージョンであるEnterprise Edition ver.3.44については、平成18年12月31日まで当社が国内独占販売権

を維持する。 

３) Sun社は、当社に対し20万米ドル(邦貨約22百万円)の一括支払いと、Enterprise Edition ver.3.44の取引条件に

一定の優遇条件を付与することにより国内独占販売権解約の補償とする。 

今後、当社はSun社との間で非独占の新たな代理店契約を締結し、当該製品の国内販売を行ってまいります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失が計上されているため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 49,910円36銭 

１株当たり当期純損失金額 35,646円57銭 

同左 

１株当たり純資産額 70,645円33銭 

１株当たり当期純損失金額 15,620円21銭 

  
  

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失（千円） 356,964 169,588 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による取締役賞与金） － － 

（うち利益処分による監査役賞与金） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 356,964 169,588 

期中平均株式数（株） 10,014 10,857 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

普通株式増加数（株） － 1,964 

（うち新株予約権） （－） （132）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

 新株予約権２種類（新株予約権の

数883個） 

 新株予約権２種類（新株予約権の

数680個） 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注） 当期増加額および当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

１．当期増加額 

工具器具備品      主にコンピュータシステム機器の購入であります。  

ソフトウェア      主に販売用ソフトウェアの製造原価、販売用ソフトウェアの購入であります。 

ソフトウェア仮勘定   販売用ソフトウェアの製造費用   

２．当期減少額 

工具器具備品      売却及び除却による減少441千円 

ソフトウェア      販売用ソフトウェアのバージョンアップに伴う減少であります。 

ソフトウェア仮勘定   販売用ソフトウェアの完成による減少であります。  

長期前払費用      前払費用への振替24,642千円であります。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱アールネットコミュニケーション 40 3,000 

㈱シティケーブルネット 100 591 

小計 140 3,591 

計 140 3,591 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産        

建物 15,567 － － 15,567 8,875 1,197 6,692 

工具器具備品 35,817 10,436 441 45,813 31,536 5,558 14,276 

有形固定資産計 51,384 10,436 441 61,380 40,411 6,755 20,968 

無形固定資産        

商標権 2,335 900 － 3,235 674 307 2,561 

ソフトウェア 33,078 42,334 18,475 56,936 12,380 16,920 44,556 

ソフトウェア仮勘定 － 19,621 19,621 － － － － 

その他 754 － － 754 88 10 665 

無形固定資産計 36,167 62,855 38,096 60,926 13,143 17,238 47,782 

長期前払費用 24,642 474 24,642 474 － － 474 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１．平成17年10月28日に第三者割当増資による新株式発行で、株式数1,832株、資本金250,068千円、資本準備金

250,068千円、それぞれ増加しております。 

２．新株予約権行使に基づく新株式発行で、平成17年４月から平成18年３月までに、株式数132株、資本金7,920

千円、資本準備金7,920千円、それぞれ増加しております。 

【引当金明細表】 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 365,200 257,988 － 623,188 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注１、２） （株） (10,014) (1,964) (－) (11,978) 

普通株式（注１、２） （千円） 365,200 257,988 － 623,188 

計 （株） (10,014) (1,964) (－) (11,978) 

計 （千円） 365,200 257,988 － 629,188 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金   

（注１、２） 
（千円） 106,104 257,988 － 364,092 

計 （千円） 106,104 257,988 － 364,092 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 1,763 － － 1,763 

計 （千円） 1,763 － － 1,763 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 3,314 － － － 3,314 

賞与引当金 40,344 39,611 40,344   39,611 

役員退職慰労引当金 30,405 7,431 3,071 － 34,766 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生および回収ならびに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 48 

預金の種類  

普通預金 784,163 

小計 784,163 

合計 784,211 

相手先 金額（千円） 

㈱東洋紡テクノシステムセンター 103,950 

富士通㈱ 37,149 

㈱エヌ・ティ・ティ  エムイー 28,829 

東急建設㈱ 24,101 

㈱エフ・エフ・シー 20,502 

その他 111,831 

合計 326,365 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

111,425 1,139,469 924,529 326,365 73.9 70.1 



ハ．商品 

ニ．製品 

ホ．仕掛品 

② 固定資産 

イ．関係会社株式 

③ 流動負債 

イ．買掛金 

 （注）株式会社トーメンは、平成18年４月１日付で豊田通商株式会社と合併し、豊田通商株式会社となっております。

④ 固定負債 

イ．社債                       400,000千円 

内訳は１ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 ⑤ 連結附属明細表 社債明細表に記載しております。 

(3) 【その他】 

 該当事項はありません。 

品名 金額（千円） 

IT関連機器 65,482 

合計 65,482 

品名 金額（千円） 

ソフトウェア他 11,927 

合計 11,927 

品名 金額（千円） 

システム構築に係る仕掛品 13,394 

合計 13,394 

区分 金額（千円） 

Visual Nexus Limited 212,108 

合計 212,108 

相手先 金額（千円） 

㈱トーメン 20,314 

㈱トーメンエレクトロニクス 12,249 

サンプラス㈱ 11,330 

Tarantella, Inc. 10,989 

マクニカネットワークス㈱ 10,007 

その他 26,796 

合計 91,689 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．当社は、旧商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しており、名義書換代理人の事務取扱場所に

据え置いております。 

平成18年６月22日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、端株の取扱いは廃止としております。

２．平成18年６月22日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、公告掲載方法を電子公告としておりま

す。但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経

済新聞に掲載して行います。 

なお、公告掲載場所は当社ホームページ（http://www.tomen-g.co.jp）であります。 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 毎年６月 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 1株券、10株券、100株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目３３番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目３３番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店、全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目３３番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目３３番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店、全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 （注２） 日本経済新聞に掲載して行います。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書およびその添付書類 

事業年度（第９期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 平成17年６月24日 関東財務局長に提出 

(2) 半期報告書 

（第10期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）    平成17年12月20日 関東財務局長に提出 

(3) 臨時報告書 

                                 平成17年11月１日 関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

                                 平成18年４月10日 関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

(4) 有価証券届出書（第三者割当増資）およびその添付書類 

                                                                  平成17年９月30日 関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２３日

トーメンサイバービジネス株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているトーメンサイバービ

ジネス株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、トーメンサイバ

ービジネス株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 恭 治 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年6月23日

トーメンサイバービジネス株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているトーメンサイバービ

ジネス株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、トーメンサイバ

ービジネス株式会社及び連結子会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年6月15日に米国Tarantella社が開発した製品の国内独占販売権に関する

契約について、米国Sun Microsystems社との間で合意書を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 恭 治 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２３日

トーメンサイバービジネス株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているトーメンサイバービ

ジネス株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、トーメンサイバービ

ジネス株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 恭 治 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年6月23日

トーメンサイバービジネス株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているトーメンサイバービ

ジネス株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益

処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、トーメンサイバービ

ジネス株式会社の平成18年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年6月15日に米国Tarantella社が開発した製品の国内独占販売権に関する契

約について、米国Sun Microsystems社との間で合意書を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 恭 治 
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